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吉冨勝  経済産業研究所（RIETI）前所長の発案により，RIETI では 2005 年から高齢者を
対象とするパネルデータ作成準備を始めた．先ず，ミシガン大学 Health and Retirement 
Study（HRS）グループ，マンハイム大学 Survey of Health. Ageing and Retirement in 
Europe（SHARE）グループ，ユニバーシティー・カレッジ・ロンドン大学 English 
Longitudinal Study of Ageing（ELSA）グループ，などからの協力のもと，２度にわたる
パイロット調査の結果から内容的にも，回収率の面からも世界水準を満たすパネルデータ
が収集できそうであることが 2006 年に確認された．2007 年度に第１回の調査を開始すべ
く RIETI で準備を進めていたところ一橋大学高山憲之教授からの申し出により，調査都市
数を２カ所から５カ所に増やすことが可能となった．1  その後 2009 年には当初の５都市





                                                  











また日本で始めた RIETI−一橋大学−東京大学による「くらしと健康の調査」 （Japanese 









歳から 64 歳人口の比，即ち「 （老年）従属人口比率」がある．3  高齢化が問題となる第一
の理由は働き手一人あたりが養う人の数が増えることにあるからである．4  通常の経済予
測とは異なり，たとえ 15 年後でも，従属人口比率についてはかなり精度の高い予測が可能
である．なぜなら，これから 15 年間の従属人口比率は現在の年齢別人口とこれから先 15
年の年齢別死亡率に依存するが，特に先進国では死亡率が急に大きく変わるとは考えにく
いからである． 
図 1 と図 2 はそれぞれ日本の従属人口比率を欧米各国， アジア各国と比較したものだが，
高齢化問題は世界各国共通の課題であるということが分かる．両図共に太字の実線が日本
だが，日本では 1950 年には 10％未満だった従属人口比率が現在 36％，15 年後には 50％
くらいになると予測されている． 
図 1 で示されるとおり欧米各国の従属人口比率は 1950 年には 15％前後だったが，現在
は米国とカナダで 20％その他の国々では 25％から 30％になっており， これから先 15 年後
には米国，英国，カナダで 30％前後，その他の国々では 35％から 40％になると考えられ
ている． 
図 2 で示されるアジア各国に注目すると，シンガポールと韓国は 2000 年から 2015 年の
間に日本が 1965 年から 1995 年の間に経験した従属人口比率 10％から 20％への変化を経
験することになる．スピードという点からすると前例がないほどの高齢化である．また中
国，タイが日本の経験とほぼ同様のスピードでこの間高齢化を迎えることが予測されてい
                                                  
3  0 歳から 14 歳までの人口と 15 歳から 64 歳までの人口の比を年少従属人口比率と呼ぶ．年少
従属人口比率と老年従属人口比率の和を通常， 従属人口比率と呼ぶが， ここでは老年従属人口比
率を従属人口比率と呼ぶ． 



























(データ出典) Population Division of the Department of Economic and Social Affairs of the United Nations 



























(データ出典) Population Division of the Department of Economic and Social Affairs of the United Nations 









図 3 と図 4 は David Weir 氏の 2009 年 Econometric Society Far East and South Asia 
Meeting  における招待講演でのスライドである． 
図 3 は 2000 年の世界各国の 65 歳以上の全人口に占める割合を示している．現在は日本 6













じ従属人口比率でも実質的な従属比率はより高いわけである．図 5 は欧米各国男性の 1980
年と 2007 年の労働力率を５歳刻みの年齢別に図示したものである． 
 




























































































(データ出典) ILO,LABORSTA Internet 
 
一番上に位置する太線が日本であるが，日本でも 25 歳から 44 歳にかけて，1980 年には
約 97％だった労働力率が 2007 年には 1 パーセントから 2％低下している． これもかなり大
きな変化だが，欧米各国ではより顕著に低下している．日本の 45 歳から 59 歳までの労働
力率は 1980 年から 2007 年にかけてほぼ横ばいないし 1％強低下している．60 歳から 64
歳では 81.5％から 74.4％へ落ち， 65 歳から 69 歳では 65.2％から 48.5％へと大きく落ちて 7
いる．しかしより大きい変化は 50 歳から 65 歳における欧米各国の労働市場参加率の落ち
込みであることが図５からみてとれる． 
また，65 歳から 69 歳の労働力率は日本では 2007 年に 48.5％だが， 欧米の中では非常に






れながら上昇している．また日本の場合，子育ての為，労働市場から 1980 年には 25 歳か

































































































(データ出典) ILO,LABORSTA Internet 
 
25 歳から 64 歳の日本女性の労働力率は 1980 年と比べて 2007 年の方が高くなっている
が，欧米でも高くなっている．上昇の仕方が日本と比べて 40 歳くらいから 60 歳くらいの
間に日本の方が緩やかであったため順位的にはこの間日本の労働力率は以前より低位にな
っている． 25 歳から 64 歳の日本女性の労働力率は欧米女性の労働力率より低く， 男性に比
べて，労働市場への参加がより高くなる余地がまだあるのではないかと考えさせられる．

































































































(データ出典) ILO,LABORSTA Internet 
 
図 7 はアジア諸国の男性，年齢別労働力率である．アジア各国の 50 歳以上における労働
力率が日本に近づいていることがみてとれる．おそらくは寿命が延びていることが背景に
あるのだろう．1980 年にはアジア諸国の中でも高かった日本の 65 歳以上における労働力













                                                  
5  インドとインドネシアも， 労働力率は日本より低いながら労働参加率が典型的な育児年齢で下
がらない． これが育児年齢に個人差があることからくる合成によるものなのかはこの図だけから
はわからない．  9







































































































図 9 は David Wise 氏の作成した，欧米各国における男性，年齢別障害給付受領者割合を
示した図である．65 歳以上で下がるのは，65 歳になると各国における高齢者を対象とする
制度に引き継がれるからである．55 歳で既に各国で 5％を超えており，英国，オランダで
は 15％以上である．また 60 歳ではさらにスウェーデン，フランス，ドイツが 15％を超え
ている．我々の調査では滝川，仙台，金沢，足立，白川の５都市の 55 歳から 75 歳方々を
平均して 2～3％前後である． 65 歳までに限ってもそれ以上を含めても年齢により高くなる
傾向はみられない． 
障害者保険の利用率が非常に低いということは良いことか，という問題は別に議論すべ












アメリカではミシガン大学のグループを中心として 1992 年から，Health and 
Retirement Study (HRS)  という調査を始め，今では米政府の社会保障改革には，この調査
での裏付けが求められるというほどのものになっている．6  メキシコでも 2001 年から
Mexican Health and Aging Study (MHAS) を Universities of Pennsylvania, Maryland, 
Wisconsin  及び the Instituto Nacional de Estadstica, Geografia e Informtica (INEGI) が協力して
進められている． 英国では 2002 年から English Longitudinal Study of Ageing (ELSA)  を，
University College London が中心に進めている．欧州では 2004 年から Survey of Health, 
Ageing and Retirement in Europe (SHARE)を， マンハイム大学が中心となり当初 11 カ国，
後イスラエル，チェコ，ポーランドを加えて現在 14 カ国で進めている．これからポルトガ
ル， アイスランドなども参加予定である． 韓国では 2005 年から Korean Longitudinal Study 
of Aging (KloSA)を，Korea Labor Institute が RAND 研究所の研究者の協力を得て進めて
いる． 
我が国では遅ればせながら 2007 年より RIETI−一橋大学が中心となり調査を開始した．
始めるにあたっては HRS グループ，SHARE グループ，ELSA グループ，RAND 研究所及
び KLoSA グループの研究者の方々から協力を得た． 
韓国，日本に続いてアジアの他の国々でも将来に備えてパネルデータの収集が計画され
ている．中国，インドでは RAND 研究所，ミシガン大学，オックスフォード大学の研究者
                                                  
6  National Institute of Aging, Director, Richard Suzman 氏談．  11
などと共同でパイロット調査が始まっており，またインドやシンガポールでもパネルデー
タの収集が計画されている． 
2010 年には米国 National Academy of Sciences が音頭をとり，日本の学術会議，中国社
会科学院，Indian Academy of Sciences，Indonesian Academy of Sciences の 5 カ国の学







冒頭でも書いたように， 「くらしと健康の調査」 は， 高齢化問題の深刻化にもかかわらず，
実態を詳細に明らかにできるデータがないことを危惧した吉冨勝  前 RIETI 所長の発案で，
「新しい高齢者の経済学」プロジェクトとして，2005 年の夏に開始された． 
先ず HRS，SHARE，ELSA を先進国で行われている調査として参考にし，具体的な調
査内容を確定するため，HRS と SHARE グループを清水谷諭氏，野口晴子氏，私が訪問し
た．7  SHARE グループの質問票は各国比較を念頭に当初からデザインされているため，
各国の共通点を探るため，各国特有の事情からは独立した基本質問票があり，各国の特殊
事情を反映させた質問は別立てになっている．その基本質問票を日本の事情に合うように
修正したものを作り，HRS や SHARE の結果と比較可能となるように質問票を作った． 
  2005 年秋に第１回「くらしの健康の調査」 (Japanese Study of Aging and Retirement 
(JSTAR))のパイロット調査を東京 23 区内で実施した．最初のパイロット調査は，回収率
14.4％という，惨憺たるものだった． 









                                                  
7  清水谷諭氏は内閣府勤務以来長年吉冨勝氏とは旧知の間柄で，ミクロデータを用いて， 非常に
多くの分野で優れた仕事をしている． 野口晴子氏は医療経済学の分野でやはりミクロデータを用
いた多くの秀れた研究をしている． 私の専門は計量経済学で高齢者問題ではないのだが， 清水谷
氏からの依頼を受けてから HRS の経緯を読んだところ， 私の尊敬する McFadden 教授， Manski
教授が HRS 開始当初に関係していたことを知り，また，たまたま HRS，SHARE，ELSA のリ
ーダーの方々と非常に懇意だったことからご縁を感じ， また橋渡しとして役立つと確信したこと
から参加することにした． 






当初は RIETI 予算により 2 都市で調査する予定だったが，一橋大学の高山憲之教授より
特別推進研究「世代間問題の経済分析」による予算提供の申し出があり追加的に 3 都市を
加えて第１回目の調査準備を進めた． 
こういう状況だということを HRS や RAND 研究所の研究者と話すと，調査員教育の重




第１回調査を 2007 年に滝川市，仙台市，足立区，金沢市，白川町の 5 都市，50～75 歳
の，施設入所者を除く男女を対象として行った．回収率は平均で約 60％，回収サンプル数
は 4,157 である．この調査の詳細及びこれに基づく分析は，Ichimura, Shimizutani, 
Hashimoto [2009]として公表しており， 興味を持たれた読者はこちらを参照して頂きたい．  
第２回調査は 2009 年に，第１回対象者の追跡に加えて，那覇市と鳥栖市で，北村行伸教
授，橋本英樹教授を主任研究者とする厚生科研費でそれぞれ調査を実施した．２回目の回
収率は平均 74％．新地点回収率は 57％．合計２回目サンプルが 3,083 で，新地点サンプル














  A の本人・家族関係では， 本人の年齢， 教育， 配偶者の年齢， 教育， 子どもの有無， 年齢，
教育，同居の有無，それから本人と配偶者の親の生存，年齢，教育，同居の有無，介護必
                                                  
9  調査員による回収率の差は非常に大きい． もし回収率の比較的高い調査員だけで調査を実施で
きるなら回収率は 10～20％くらい上がると思う． その差は丁度自前の調査員を抱えている HRS
とそうでない SHARE や JSTAR の調査回収率の差に匹敵する． 現在は回収率が低いと判断した
段階で調査員に代わってもらうようにしている．  13
要性，などを聞いている． 
  B の記憶力・認知力・仮想質問では記憶力，計算力を確認している．また仮想質問を通し
て，将来を割り引く傾向やリスクに対する態度も聞いている． 
  C の本人と配偶者の就業では就業状況，仕事内容，仕事の満足度，求職の有無，定年の有
無，過去の職業などを聞いている． 
  D の本人と配偶者の健康状態では主観的健康，視力，聴力，咀嚼力，それから食事、着
替え， 排泄といった基本的生活にかかわることが自分でできるかどうか， いわゆる Activity 
of Daily Living（ADL） ，あるいはバスに乗って買い物に行けるか，電話で医者の予約が自
分で取れるか，といったより高度な生活にかかわることが自分でできるかどうか，いわゆ
る Instrumental Activity of Daily Living（IADL）を確認している． 
  E の所得・消費に関しては，給与，利子，年金それぞれの収入，まだ年金を受け取ってい
ない人たちについてはこれから受け取る予定の年金も聞いている．それから消費支出，耐
久財支出も聞いている． 
  F では握力を調べている． 握力の変化は， 次の年に生存しているかどうかを予測する非常
に良い指標だそうである． 
  G の住宅・資産では住宅の広さ，住宅ローンを含む負債，貯蓄，投資形態，年金資産，
自営の方々の場合には事業価値，それから過去あるいは将来の遺産の授受についても聞い
ている．また，75 歳から 120 歳まで 5 歳刻みで本人の生存確率を聞いている． 

















































































要がある． また長期財政を議論する場合には， 出生についても何らかの想定が必要である． 
もちろん人々の職歴，年金加入状況，年齢毎の所得，障害経験などはさまざまだが，そ
ういった人々の違いは抽象して，現在の計算では世代ごとに平均的個人を想定している．10 
例えば現在 20 歳の人は，これから先，現在 21 歳，22 歳，…，65 歳以上の人の平均的個人
と同様の職歴，年金資格，所得を持ち，また生存確率を持つと想定されている． 
例えば，報酬については男女別に図 10 のようなプロファイルが想定される． 
 
                                                  









15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65
男性 女性
 
(注)  過去三年間の実績値を基に推計：20 歳時点の総報酬を１としている. 


























15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65
男子 女子
 
厚生年金の総脱退力            厚生年金の障害発生力 
 
(注)  直近三年間の実績値を基に推計 
(出所)  厚生労働省（2009） 「平成 21 年度財政検証」バックデータより  17
 


















































































2005年男性 2005年女性 2055年男性 2055年女性
 
各歳別出生率                死 亡 率  
















                                                  





















歳の人，22 歳の人， ． ． ． ，65 歳の人などがたどったのと同じ経路をたどるという仮定がおか
れているが，そういった定常性の仮定は満たされないということである．例えば，男性の
賃金プロファイルを 1981 年，1990 年，2000 年，2007 年の各年に作成するとそのたびに













20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳 50-54歳 55-59歳 60-64歳 65歳-




男性の場合，1960 年代に生まれた人のプロファイルは一番若い 1980 年代に生まれた人の
プロファイルに比べて初任給を基準として25～29歳時点での給与は2割ほど高かったこと
が分かる．女性の場合も，1960 年代の前半に生まれている世代か，後半に生まれている世
代のどちらを基準にするかで違いはあるが，1 割か 2 割ほど差がある． 

















































(注) 20-24 歳時点の所得を１とした場合 



















                                                  
13  小川 [1998a,b]，安部 [1998]，岩本 [1998]，大石・小塩 [2000]，樋口・山本 [2002]，大竹・








































例えば Banks, Blundell, Tanner [1998]は疑似パネルを用いて引退時に消費が下がるこ
とを見いだした．引退する時期は事前に判っていたはずだから，計画性を持って合理的に
消費を行っていると仮定する通常の経済モデルでは説明できない事象として非常に話題に









Rohwedder [2008]） ． 
JSTAR はパネルデータなので、同一の個人について 2 年後の所得を追える。2007 年度
所得が 45%タイルから 55%タイルにいた人たちの 2 年後の所得の平均と、2 歳上だった人
との違いがどれくらいにあるかを男女別、年齢別にみたものが図 17 である．パネルデータ
でみた場合の時系列的な所得の変化は男性の場合 65 歳未満なら 10%から 15%少ないこと
がみてとれる． 
 
                                                  
14  Smith は Tanner の結婚後の名前．  23



































例えば HRS のデータに基づく研究の，Scholz, Seshadri, Khitatrakun [2006]は，51 歳
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